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１．はじめに

欧州統一特許裁判所（以下，「UPC（Unified Patent

Court）」という）の準備委員会は，2017 年 1 月 16 日

に，UPC 協定（以下，「UPCA（Agreement of Unified

Patent Court）」という）が発効するまでのスケジュー

ル案を公開し(3)，続く 2017 年 3 月 16 日に，そのスケ

ジュール案の更新を行った(4)。更新されたスケジュー

ル案によると，UPC の暫定適用段階（Provisional

Application Phase）の開始が 2017 年 5 月末，UPCの

適用除外のためのサンライズ期間の開始が 2017 年 9

月上旬，そして，2017 年 12 月に UPCAが発効するこ

ととなっていた。

この予定は，EU加盟国のUPCAの批准状況，およ

び，UPCA の暫定適用に関する議定書（以下，「PPA

（Protocol to the Agreement on a Unified Patent

Court on provisional application）」という）の同意状

況に依存するものであり，2017 年 6 月 7 日に，これら

の手続の遅れから，上述の UPCA 発効予定日が維持

できない旨のプレスリリース(5)も公表された。このプ

レスリリースにおいては，UPCA発効予定日について

の言及はないものの，それがいつとなるのかは分から

ない以上，欧州特許制度のユーザーは，変わらず，

UPCを利用するか，それとも，サンライズ期間におい

て適用除外を申請し各国裁判所を利用するか，具体的

に検討しなければならない状況に立たされているもの
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欧州統一特許裁判所に係る
「サンライズ期間」における留意点

本稿では，欧州統一特許裁判所に係る，適用除外の申請が可能となる「サンライズ期間」における手続，留

意点を中心に紹介する。まず，第2，3章において，欧州統一特許裁判所の現状，サンライズ期間の開始に関

わる暫定適用段階について整理する。次に，第4章において，適用除外において，具体的にどのような手続が

要されるのかを整理し，第 5章において，適用除外に関して，ユーザーが留意すべきことを紹介する。続い

て，第6章では，ユーザーが留意すべき事項の中で，流動的な，Brexit 後のイギリスと欧州統一特許裁判所と

の関係について整理する。

要 約



と解される。

本稿は，そのような状況の中で，欧州特許制度の

ユーザーが，サンライズ期間において，より適切な検

討・判断ができるように，適用除外における手続，留

意点を中心に紹介するものである。

なお，本稿に記載した見解は，ユーザーのサンライ

ズ期間（適用除外）に対する理解を深めることに貢献

することを目的としたものであり，個別の事案を判断

するためのものではない。個別の事案は，各々の事実

に基づいて判断されるものであるため，適切な見解と

いうのは事案によって異なるものである。したがっ

て，本稿にて提示した見解が，特定の事案と関連する

可能性も，関連しない可能性もあり得ることは，予め

ご承知おき頂きたい。加えて，本稿は，あくまで筆者

個人のものであり，特許庁の公式の見解でないこと，

また，HOYGN ROKH MONEGIER とそのパートナー

は，本稿の見解に拘束されないことも，予めご承知お

き頂きたい。

２．UPCAの現状概要

繰り返しとなるが，UPC 準備委員会が公表した上

述のスケジュール案は，EU加盟国のUPCAの批准状

況，および，PPAの同意状況に依存するものである。

したがって，それらの現状を把握することも，サンラ

イズ期間での対応を考える際に重要となってくるもの

である。そのため，この章では，まず，UPCAの批准

状況を整理する。次いで，PPAの概要と共に，その同

意状況を整理する。

２．１．UPCAの批准状況

UPCA は，UPCA 第 89 条(1)に規定された条件が

満たされた場合に発効することになっており，その条

件は，改正された裁判管轄に関する EU 規則（ブ

リュッセル I規則(6)）の発効，イギリス，ドイツ，フラ

ンスを含む 13 の EU加盟国がUPCAに批准すること

が挙げられている。そして，現時点においては，既に，

EU 規則に関する条件は満たされているため，EU 加

盟国の UPCA の批准に関する条件が満たされれば，

UPCA は発効するという状況となっている。した

がって，各 EU加盟国の批准状況が注目されていると

ころである。

ここで，各 EU加盟国の批准状況を確認すると，現

時点（2017 年 6 月 7 日）において，UPCAに批准して

いるEU加盟国は，以下の 12カ国である(7)。

オーストリア，フランス，スウェーデン，ベルギー，

デンマーク，マルタ，ルクセンブルク，ポルトガル，

フィンランド，ブルガリア，オランダ，イタリア（批

准順）

この状況を踏まえると，イギリス，ドイツの批准が

完了することで，UPCAの発効のための条件が満たさ

れることになるため，イギリス，ドイツの批准状況が，

特に注目されているところである。

まず，イギリスの批准手続の状況について整理をす

る。イギリスでは，2016 年 6 月に実施されたEU離脱

を問う国民投票の結果を受けて，批准手続が進められ

るか否か不透明な状況が続いたが，英国知的財産庁

は，2016 年 11 月に，批准手続を進める旨を公表し

た(8)。更には，2017 年 4月 4日に，UPCAの批准手続

が進んでいる旨のプレスリリースも出されたため(9)，

イギリスにおいて，批准手続は進められていたものと

考えられる。

続いて，ドイツの批准手続の状況であるが，上述の

通り，イギリスの状況が不明確であったため，ドイツ

においても批准手続（批准を可能とするための法案の

審議）が止まっていた。しかしながら，2016 年 11 月

の英国知的財産庁のプレスリリースを受け，2016 年

12 月に，批准を可能とするための法案(10)が，再度，連

邦議会（Bundestag）に上程された。その法案は，

2017 年 3 月 31 日に，連邦参議院（Bundesrat）におい

て同意を得たため(11)，この後は，連邦政府による副

署，大統領による認証を経て，連邦法律公報において

公布されるという流れになるものと考えられる。

２．２．PPAの概要とその同意状況

始めに，PPA の概要について整理する。UPC の運

用を適切に開始するためには，当然，そのために必要

な準備（設備，職員の確保等）を事前に済ませておく

必要があるが，現時点では，例えば，UPCは法人格を

有しておらず，必要な準備を進めることができない。

そのため，必要な準備を進めることを事前に可能とす

るために，2015 年 10 月に締結されたものが PPA と

なる。

PPA が発効することで，PPA 第 1 条に基づき，例

えば，UPC は各締約国において法人格が与えられて
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PPA同意状況

【表 1】 UPCA批准状況，PPA同意状況のまとめ

UPCA批准状況

イギリス 〇

スウェーデン 〇 〇

スロベニア 〇

ルーマニア 〇

ポルトガル 〇

オランダ 〇 〇

マルタ 〇

ルクセンブルク 〇 〇

イタリア 〇 〇

ハンガリー 〇

ギリシャ 〇

ドイツ 〇

フランス 〇 〇

フィンランド 〇 〇

デンマーク 〇 〇

ブルガリア 〇

ベルギー 〇 〇

オーストリア 〇

（UPCA第 4条），判事の任用（裁判所規程第 3条）が

行えるようになり，また，登記部（UPCA第 10 条）や

委員会（UPCA第 11 条）等の設立が可能となる（判事

の任用や，登記部，委員会の設立等については，第 3

章において，より具体的に言及する）。

PPA は，フランス，ドイツ及びイギリス(12)を含む

13カ国が，UPC協定を批准（または，その批准につい

て国会承認を得たことを預託機関に通知）し，かつ署

名又は宣言等により PPA に従うことに同意すること

で発効する（PPA第 3条(1)）。

次に，PPAの同意状況について整理する。PPAは，

現在，以下の 14 カ国が同意をしている(13)。

ベルギー，デンマーク，フィンランド，フランス，

ドイツ，ギリシャ，ハンガリー，イタリア，ルクセン

ブルク，オランダ，ルーマニア，スロベニア，スウェー

デン，イギリス（アルファベット順）

これらの同意を済ませた加盟国のうち，（PPAの条

件の一つでもある）UPCAの批准も済ませている加盟

国は，現時点では，以下の 8カ国となっている。

ベルギー，デンマーク，フィンランド，フランス，

イタリア，ルクセンブルク，オランダ，スウェーデン

（アルファベット順）

したがって，PPAの発効のためには，イギリス，ド

イツにおいて，UPCA の批准が完了することに加え，

3 つの EU加盟国が，上述の 2 つの条件を満たす必要

があることになる。PPA発効に要する（イギリス，ド

イツを除く）3 つの EU加盟国の候補としては，既に

UPCAへの批准を済ませているオーストリア，マル

タ，ポルトガル，ブルガリアが考えられ，これらの

国々の動向も，注視されるべきと言えるのかもしれな

い。

２．３．統一特許裁判所の特権と免責に関する議定

書の概要

ここで，もう一つ，把握されるべき議定書について

紹介する。それは，統一特許裁判所の特権と免責に関

する議定書（以下，「PPI（Protocol on Privileges and

Immunities of the Unified Patent Court）」という）と

いうもので，裁判所，登記部，裁判官，職員等に特権

と免責を与えるものとして，2016 年 6 月に締結され，

署名が始まった。特権と免責に関しては，例えば，裁

判所は，その財産に税金が課されることがなく（PPI

第 7 条(1)），また，判事は訴訟から免責される（PPI

第 9 条(1)）。そして，PPI は，控訴裁判所や中央部が

あるフランス，ドイツ，ルクセンブルグ，イギリスが

批准文書（等）をEU理事会に預託してから 30 日後に

発効することとなっている（PPI 第 18 条）(14)。

PPI で規定されている特権や免責は，UPCの運営が

適切に開始されるための準備をする上でも重要である

ことは自明であり，EU 加盟国は，PPI についての批

准手続も，上述のUPCAや PPAに関する手続に加え

て，進めているところである。

３．暫定適用段階において行われること

PPA が発効することで暫定適用段階に入ることに

なるが，その暫定適用段階においては，PPAの前文に

規定されているように，UPCA に規定されている機

構，組織，財政に関する条項のみが，UPCAの発効の

前に，暫定的に適用されることとなる。この暫定適用

段階に入ることで，登記部は，適用除外の申請を受け

付けることができるようになるが，この章では，それ

を含め，暫定適用段階において行われることを整理す

る。
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３．１．裁判所等の設置

暫定適用段階に入ると，第一審裁判所，控訴裁判所，

登記部が設立される（UPCA 第 6 条(1)）が，それら

は，暫定適用段階においては，UPCAにより任命され

た役割を遂行することはできない（この点が規定され

ているUPCA第 6条(2)は，PPAにおいて除外されて

いる）。なお，第一審裁判所は，中央部，地方部，及び，

地域部からなり（UPCA第 7条(1)），中央部はパリに

置かれ，その支部がロンドンとミュンヘンに置かれる

こととなっている（UPCA第 7条(2)）。

登記部は，控訴裁判所の所在地に設置され（UPCA

第 10 条(1)），そして，全ての第一審裁判所に下位登記

部が設置される（UPCA第 10 条(2)）。

また，特許の調停及び仲裁センターも，リュブリャ

ナとリスボンに設置されるが，暫定適用段階において

は，特許紛争の調停及び仲裁のために施設を提供する

ことはできない（この点が規定されている UPCA 第

35 条(2)は，PPAにおいて除外されている）。

３．２．委員会等の設置

暫定適用段階に入ると，UPCAの効果的な実施と運

営のために，管理委員会，予算委員会，諮問委員会が

設置される（UPCA第 11 条）。また，裁判所の管理の

ために，理事会も設置されることなる（裁判所規程第

15 条）。これらの職務等は，以下の通りである。

（１） 管理委員会

管理委員会は，各締約国の代表者 1名ずつで構成さ

れ（UPCA 第 12 条），職務は主に以下の通りである。

なお，下線部は，PPA第 1条に含まれていない職務等

を示している。

・手数料水準の定期的な見直し（UPCA第 36 条(3)）

・裁判所規程の修正（UPCA第 40 条(2)）

・手続規則の採択（UPCA第 41 条(2)）

・欧州特許弁理士が代理人となるための資格の設定

（UPCA第 48 条(3)）

・法的支援に関する水準及び規則の設定（UPCA第 71

条(3)）

・UPCAの改正の決定（UPCA第 87 条(1)）

・判事の指名（裁判所規程第 3条(4)）

・諮問委員会の委員の任命（裁判所規程第 5条(2)）

・控訴裁判所長官，第一審裁判所長官，判事，登記官，

副登記官，職員の報酬の設定（裁判所規程第 12 条）

・職員に関する規則の設定（裁判所規程第 16 条(2)）

・地方部，地域部の設立，廃止の決定（裁判所規程第

18 条(2)及び(3)）

・財務規則の採択（裁判所規程第 33 条(1)）

（２） 管理委員会

予算委員会も，各締約国の代表者 1名ずつで構成さ

れ（UPCA第 13 条），職務は主に以下の通りである。

・予算の採択（裁判所規程第 26 条(1）

・監査報告書と年次報告書の承認（裁判所規程第 32

条(4)）

（３） 諮問委員会

諮問委員会は，特に優れていると認められる能力を

有する特許専門の判事，並びに特許法及び特許訴訟の

実務家により構成される（UPCA 第 14条(2)）。各締

約国は，諮問委員会の委員を推薦し（裁判所規程第 5

条(1)），管理委員会によって任命される（裁判所規程

第 5条(2)）。職務は主に以下の通りである。

・判事の指名準備における，管理委員会の補佐

（UPCA第 14条(1)(a)，UPCA第 16 条(1)）

・判事のための研修のガイドラインについて，理事会

への提案（UPCA第 14条(1)(b)）

・管理委員会への，欧州特許弁理士が代理人となるた

めの資格の提案（UPCA第 14条(1)(c)）

（４） 理事会

理事会は，控訴裁判所長官，第一審裁判所長官，控

訴裁判所の判事の中から選ばれた判事 2名，第一審裁

判所の判事の中から選ばれた常任判事 3 名，登記官

（議決権無し）から構成される（裁判所規程第 15 条

(1)）。理事会の職務は，主に以下の通りである。

・手続規則の修正提案，財務規則に関する提案の作成

（裁判所規程第 15 条(3)(a)）

・年間予算，年間会計報告書，年次報告書の作成（裁

判所規程第 15 条(3)(b)）

・判事の研修プログラムに関するガイドラインの制定

（裁判所規程第 15 条(3)(c)）

・登記官，副登記官の指名，解任の決定（裁判所規程

第 15 条(3)(d)）

・下位登記部を含む登記部を管理する規則の設定（裁

判所規程第 15 条(3)(e)）

欧州統一特許裁判所に係る「サンライズ期間」における留意点

パテント 2017 Vol. 70 No. 12− 110 −



３．３．判事の採用，登記官等の任命

上述の通り，PPAが発効することで，UPCは，各締

約国において法人格を獲得し，それらの国々の法律に

基づく法人に付与される法的資格を享受することとな

る（UPCA第 4条(1)）。法人格を有することで，UPC

は，判事等の採用を行うことが可能となる。

（１） 判事の採用

判事は，諮問委員会が作成した指名されるのにふさ

わしい候補者の名簿の中から，管理委員会によって指

名される（UPCA 第 16 条(1)及び(2)）。また，判事

プールも作成されることとなる（UPCA第 18 条(1)）。

（２） 登記官等の任命とその職務

登記官，副登記官は，理事会によって任命される

（裁判所規程第 22 条(1)，規程第 25 条(1)）。そして，

登記官の職務は，主に以下の通りである。なお，下線

部は，PPA 第 1 条に含まれていない職務等を示して

いる。

・UPC の全ての訴訟の記録を記載した登記簿の保持

（裁判所規程第 23 条(2)(a)）

・UPCA 第 18 条（判事プール），UPCA 第 48 条(3)

（本裁判所で当事者の代理人となる権利を有する欧

州特許弁理士の名簿）及び UPCA 第 57 条(2)（鑑

定人を表示した名簿）に従い作成された名簿の保持

と管理（裁判所規程第 23 条(2)(b)）

・適用除外の通知及び取下の一覧の保持と公表（裁判

所規程第 23 条(2)(c)）

・UPCの判決の公表（裁判所規程第 23 条(2)(d)）

・年次報告書の公表（裁判所規程第 23 条(2)(e)）

また，副登記官の職務は，主に以下の通りである。

・第一審裁判所における全ての訴訟記録の保持（裁判

所規程第 25 条(3)(a)）

・第一審裁判所における全ての訴訟についての登記部

への通知（裁判所規程第 25 条(3)(b)）

以上の通り，第 3章では，暫定適用段階において行

われることを整理したが，整理された情報からも理解

できるように，この暫定適用段階においては，機構，

組織，財政に関する条項が暫定的に適用されるため，

基本的には，ユーザーが留意すべき点は少ない。しか

しながら，この暫定適用段階において，適用除外の申

請が行えるようになるため，ユーザーは，この点を十

分に理解し，適切な対応をする必要がある。したがっ

て，以下の章からは，この適用除外について，詳細に

取り扱う。

４．適用除外について

この章では，まず，適用除外の概要について整理し，

その後，適用除外の申請手続について，具体的に整理

する。

４．１．適用除外の概要

UPCAが発効することで，単一効が付与された欧州

特許だけでなく，欧州特許についても，UPCが専属管

轄を有することとなる（UPCA 第 32 条）。つまりは，

それらの特許に関する訴訟は，UPCA締約国の国内裁

判所において提起することができなくなる。しかしな

がら，この専属管轄には，移行期間が設定されており，

その移行期間内であれば，適用除外の通知（UPCA第

83 条(3)）のもと，通知の対象となった欧州特許は，

UPCの専属管轄から外れ，従来通り，UPCA締約国の

国内裁判所に訴訟を提起できるようになる。なお，こ

の適用除外が適用可能な期間は，UPCA発効後 7 年間

と設定されているが（UPCA 第 83 条(1)），管理委員

会は，上限を 7 年間として，延長することも可能と

なっている（UPCA第 83 条(5)）。

【図 1】 適用除外概要

ここで，簡単に，サンライズ期間における適用除外

の申請について整理をする。PPA が発効することで

始まる暫定適用段階においては，上述の通り，第一審

裁判所，控訴裁判所，登記部は，まだ，その役割を果

たすことができないため，UPCAの発効までは，適用

除外の申請を行うことはできるが，それが効力を生じ

ることはない（手続規則 5(12)）。しかしながら，サン
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ライズ期間における適用除外の申請は，ユーザーに

とって非常に重要なものである。なぜならば，適用除

外の対象となり得る案件は，UPCAが発効する以前の

欧州特許，及び，欧州特許出願も含むため，相当数に

及ぶためである。つまりは，サンライズ期間が設けら

れているために，適用除外の対象となり得る案件を所

有する者（欧州特許の所有者や出願人）は，相当数の

案件を，UPCAの発効日にまとめて申請しなければな

らないという事態を避けることができる。

欧州特許の所有者や出願人は，サンライズ期間にお

いて適用除外をしなかったことで不利益を被る可能性

もあるため，この期間に，適用除外を申請するか否か

精査する必要がある。そして，対象となる案件数も考

慮すると，できる限り迅速に対応する必要もあるもの

と考えられる。

４．２．適用除外，適用除外の取下のための手続

（１） 適用除外の申請ができる者

適用除外の申請ができる者は，欧州特許の所有者，

または，公開された欧州特許の出願人である（手続規

則 5(1)）。しかしながら，申請の対象とされている特

許または出願が，2 人以上の権利者または出願人に

よって所有されていた場合には，全ての権利者または

出願人によって，適用除外の申請がなされなければな

らない（手続規則 5(1)(a)）。

また，上述の欧州特許の所有者，または，公開され

た欧州特許の出願人は，UPCA締約国内において，そ

の特許権の所有者として登録されている，または，欧

州特許庁が提供する European Patent Register にお

いて，出願人として登録されている必要はなく，所有

者，または，出願人となり得る権利がある者（以下，

「真の権利を有する者」という）であれば足りることと

なっている（手続規則 8(5)(a)及び(b)）。しかしなが

ら，真の権利を有する者である場合には，その旨を示

す宣誓を，適用除外の申請の際に，提出しなければな

らない（手続規則 5(1)(a)及び 5(3)(e)）。

なお，UPCにおける手続は，UCPA第 48 条に規定

された代理人によって行われる必要があるが（手続規

則 8(1)），他の者による代理も認められている。しか

しながら，そのような者が，適用除外の申請，適用除

外の取下の申請をする場合には，委任が必要とされる

（手続規則 5(3)(b)(ii)）。

（２） 適用除外の申請に必要なもの

手続規則によると，適用除外の申請には，以下のも

のが含まれていなければならない。

・欧州特許の所有者名，又は，欧州特許出願の出願人

名（手続規則 5(3)(a)）

・（該当する場合，）対象となる欧州特許に基づく補完

的 保 護 証 明 書（以 下，「SPC（Supplementary

Protection Certificate）」という）の保持者名（手続

規則 5(3)(a)）

・関連した者全ての住所（手続規則 5(3)(a)）

・代理人，または，委任を有する者の名前と住所（手

続規則 5(3)(b) 及び 5(3)(b)(ii)）

・番号を含む，欧州特許，及び/又は，欧州特許出願の

詳細（手続規則 5(3)(c)）

・（該当する場合，）番号を含む，対象となる欧州特許

に基づいて付与された全ての SPC の詳細（手続規

則 5(3)(d)）

・（該当する場合，）適用除外の申請をする資格がある

ことを示す宣誓（手続規則 5(3)(e)）

（３） SPC の取り扱い

SPC が，適用除外の申請時，又は，申請の取下時に

付与されていた場合で，且つ，対象となる欧州特許の

所有者と SPC の保持者が異なる場合には，それらの

申請は，両者が一緒に行わなければならない（手続規

則 5(2)(a)）。

また，SPC が，適用除外の申請後に付与された場合

には，その適用除外は，SPC が付与されたタイミング

にて，自動的にその効力が付与される（手続規則 5(2)

(b)）。

（４） 適用除外の申請先と，申請のための手段

適用除外は，オンラインで登記部に申請しなければ

ならない（手続規則 5（1））。その申請は，裁判所が提

供する Case Management System(15)を用いて行われ

ることになる。そのシステム内にて，申請の対象とな

る欧州特許等の番号（EP から始まるもの）を入力す

ると，欧州特許庁のデータベースへのアクセスがなさ

れ，該当する欧州特許等の名称が表示される。その表

示内容に誤りがなければ，更なる手続に進むとのこと

である(16)。

そして，適用除外の申請は，対象となる欧州特許が

付与された，又は，欧州特許出願において指定された
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全ての加盟国に対して行われることとなる（手続規則

5(1)(b)）。

（５） 登記部における手続，効力の発生タイミング

適用除外の申請がなされると，登記部の登記官は，

その申請を登記簿に記録することになる。そして，手

続規則に規定された要件を満たす申請は，登記簿に記

録された日から効力が生じることとなる。仮に，その

申請が要件を満たさなかった場合，又は，正しいもの

ではなかった場合には，補正の申請をすることができ

る。補正された内容も登記簿に記録されることになる

が，適用除外の効力が生じるタイミングは，申請当初

の内容が記録されたタイミングではなく，補正内容が

記録されたタイミングとなる（手続規則 5(5)）。

なお，UPCA が発効される前になされた申請は，

UPCAが発効した日に，登記簿に記録されたものとし

て扱われる（手続規則 5(12)）。

（６） 適用除外の取下のための手続

適用除外を申請した欧州特許の所有者，又は，欧州

特許の出願人は，その申請を取り下げることができ

る。申請の取下の場合には，その申請は，適用除外の

対象となった欧州特許や欧州特許出願において指定さ

れた加盟国毎ではなく，その欧州特許や欧州特許出願

に対して行われる（手続規則 5(7)）。

取下のために必要なものは，適用除外の申請と同じ

ものである（手続規則 5(7)）。そして，適用除外の申

請と同様に，取下の効果は，その旨が登記簿に記録が

なされた日に生じる（手続規則 5(7)）。

（７） 申請に要する費用

適用除外，及び，その取下に要する費用は，当初，

課されることが予定されていたが，2016 年 2 月に開催

された UPC 準備委員会の会合において，費用が課さ

れないことが発表された(17)。そのため，2017 年 4月

に公開された UPC 規則において，適用除外の費用に

関連した条項（例えば，2016 年 6 月 30 日に改正され

た手続規則 5(5)等参照）の削除がなされた。

（８） その他（単一効の付与との関係等）

適用除外の申請の対象となった欧州特許出願に，単

一効が付与される場合には，適用除外の申請は，単一

効が付与された欧州特許が登録された日に，取り下げ

られたものとみなされる（手続規則 5(9)）。

また，適用除外の取下の対象となった欧州特許，又

は，欧州特許出願は，それ以降，適用除外の申請をす

ることができなくなる（手続規則 5(10)）。

５．適用除外の申請においてユーザーが留意すべ

きこと

ユーザーが，サンライズ期間において留意すべきこ

とは，（第 4章で整理された）適用除外の手続であるこ

とは言うまでもない。それに加えて，適用除外を申請

するか否かを精査するために，ユーザーは，UPCを利

用すること，適用除外を利用することの利点，欠点に

も留意する必要がある。この章では，それらを整理す

る。

５．１．申請手続における留意点

（１） 適用除外の申請ができる者について

上述の通り，適用除外の申請ができる者は，UPCA

締約国において権利者として登録されている必要も，

また，欧州特許庁において出願人として登録されてい

る必要もなく，真の権利を有する者であれば，それで

足りることとなっている。つまりは，ユーザーが，一

番初めに確認しておかなければならないことは，適用

除外の対象となる欧州特許，欧州特許出願において，

真の権利を有する者が誰であるのか，であると考えら

れる。例えば，譲渡等の所定の契約によって，真の権

利を有する者が移転していることがないか等，確認し

ておく必要がある。また，仮に，真の権利を有する者

が，UPCA締約国や欧州特許庁において登録されてい

る者でなかった場合には，手続規則 5(3)(e)に基づく

宣誓書の準備をする必要がある。

次に，申請の対象となる欧州特許，または，欧州特

許出願が，2人以上の権利者，または，出願人によって

所有されていた場合には，全ての権利者または出願人

によって，適用除外の申請がなされなければならない

ため，適用除外を申請する際には，全ての者のコンセ

ンサスを得る必要がある。全ての者のコンセンサスを

得るには，時間を要する可能性もあるため，不要な不

利益を被ることを避けるために，該当する場合には，

可及的速やかに対応する必要がある。

また，申請の対象となる欧州特許が，SPC の付与を

伴うものであった場合には，特許権の所有者，そして，

SPC の保持者が同一人物かどうか，留意する必要があ
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る。同一人物ではない場合には，特許権の所有者と

SPC の保持者は，同時に適用除外の申請を行う必要が

ある。

【図 2】 適用除外の申請ができる者に関する留意点

（２） 申請の効力発生タイミングについて

適用除外の申請の効力が生じるのは，申請日からで

はなく，その旨が登記簿に記録された日からである。

加えて，適用除外の申請に関して，補正がなされた場

合には，適用除外の効力が生じるのは，その補正が登

記簿に記録された日からとなる。つまりは，適用除外

の効力は，補正前の，最初に申請がなされた日に遡及

することはない。規則によると，登記官は，その申請

が行われてから可及的速やかに，登記簿への記録を行

うこととなっているが（手続規則 5（5）），申請から記

録までに要する時間は定かではない。仮に，申請から

記録までの間に，その申請の対象とされた欧州特許に

関する訴訟が，UPCにおいて提起された場合には，そ

の申請は，その訴訟が係属しているか結審したかは関

係なしに無効となってしまう（手続規則 5(6)）。

したがって，適用除外の申請は，可能な限り迅速に

行うこと，そして，補正が生じないように正確に行う

ことが望ましいものと考えられる。適用除外の取下の

申請に関しても，同様のことが言える。

【図 3】 申請の効力発生タイミングに関する留意点

５．２．UPCを利用することの利点，欠点

（１） 利点について

UPCは，単一効が付与された欧州特許，欧州特許に

関する，権利の取消，侵害等について専属管轄を有し

（UPCA 第 32 条），その判決が，UPCA締約国全域で

有効となる（欧州特許の場合には，その欧州特許が効

力を有する UPCA締約国で有効となる（UPCA第 34

条））。したがって，特許権者は，UPCを利用すること

で，各 UPCA締約国で訴訟の結果が異なるという状

況を回避することができる。例えば，現時点では，イ

ギリス，ドイツでクレーム解釈の手法が異なっている

ため(18)，所謂均等論における考え方も，各国において

異なるものとなっているが，このような状況は，UPC

による統一された判断に基づいて，是正される可能性

がある。加えて，間接侵害の取り扱いについても，現

状では，各 UPCA締約国で判断が異なっているもの

となっている。より具体的には，例えば，間接侵害の

要件とされている「（被疑侵害品が）発明の本質的要素

に関連する手段（であること）」の判断が，ドイツとオ

ランダで異なったものとなっている（例えば，Nestec

v Dualit 事件(19)参照）。このような状況も，UPC に

よって是正される可能性がある。

また，UPCの判決が，UPCA締約国全域で有効とな

るため，各国で重複していた訴訟手続・コストを削減

することが可能となる。国によって，また事案によっ

て，具体的な手続・コストが異なるため，どの程度そ

れらが削減できるのかを算出することは容易ではない

が，削減できる（可能性がある）ことは，大きな利点

であると考えられる。

更には，UPCは，単一効が付与された欧州特許，欧

州特許に関する，権利の取消，侵害等について専属管

轄を有するため，有効な特許権が，UPCA締約国内に

のみ存在する場合には，所謂トルピードの問題が解決
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されるものと考えられる。トルピードとは，被疑侵害

者が取る訴訟戦略の一つであり，特許権者から被疑侵

害者に，特許権侵害に係る警告等がなされた際，被疑

侵害者が，特許権者が訴訟を提起する前に，審理期間

の長い国（例えば，イタリアやベルギー等）に特許取

消を求める訴訟を提起し，侵害訴訟の審理を遅らせる

という戦略である（この戦略は，同じ当事者による訴

因が同じ訴訟が，異なる国の裁判所で提起されること

を防止する（上述の改正後の）ブリュッセル I 規則第

29 条の規定に基づくものである）。つまりは，UPCを

利用することによって，特許権者は，侵害訴訟の審理

が遅らされるという事態は避けられるものと考えられる。

（２） 欠点について

UPC の判決は，UPCA締約国全域で有効となるた

め，一つの特許取消訴訟により，UPCA締約国全域に

おいて，その特許権が無効となる可能性（所謂，セン

トラルアタックの可能性）がある。

また，UPCが発足してから暫くは，判例が蓄積され

ていないため，UPC の判断に対する予見性は低いも

のと考えられる。例えば，上述のクレーム解釈におい

て，UPCは，イギリスの立場に立つのか，ドイツの立

場に立つのか，それとも，他の立場に立つのか，現時

点で予測をすることは難しい。つまりは，被疑侵害品

の侵害・非侵害の評価を行った結果，各UPCA締約国

で，裁判所の判断が異なる場合には，UPC において，

不利な判断をする UPCA締約国の立場が取られる可

能性もある。

更には，イギリスの EU離脱に伴い，イギリスにお

いては，上述の利点が享受できなくなる可能性があ

る。EU離脱後において，イギリスがどのような立場

となるのかは，現時点では不明確であるため（この点

については第 6 章でも言及する），イギリスが権利行

使の場となる可能性がある場合に，UPC を利用する

ことは，大きな不確実性が残るものとなる。例えば，

EU離脱前に，ロンドンにおける UPC 中央部で処理

されていた事案が，EU離脱後において，どのような

扱いがなされるのか，現状では不明確である。

５．３．適用除外を利用することの利点，欠点

（１） 利点について

適用除外を利用することで，欧州特許の権利行使

は，各 UPCA締約国裁判所に対して行われるように

なる。したがって，第三者からの攻撃範囲を限定する

ことができる，つまりは，セントラルアタックを回避

することができるようになる。

また，各UPCA締約国裁判所においては，判例の蓄

積があるため，判断に関する予見性は，UPCよりも高

いものと考えられる。そして，その予見性の高さに基

づいた，自身にとって有利な裁判所の選択（所謂

フォーラムショッピング）も可能となる。

加えて，適用除外を選択することによって，イギリ

スの UK離脱に伴う不確実性に基づくリスクも回避

することができる。

（２） 欠点について

従来通り，各UPCA締約国において，別々に訴訟手

続を行うこととなるため，手続・コスト等が，UPCと

比較して，膨らむことが考えられる。そして，各

UPCA締約国の裁判所において判断がなされるため，

各 UPCA締約国において，別々の結果となる可能性

がある。更には，上述のトルピートの問題も残ること

となる。

５．４．UPC，適用除外の利用に関する留意点のま

とめ

上述の UPC を利用すること，適用除外を利用する

ことの利点，欠点を踏まえて，ユーザーが留意すべき

点を整理する。

まず，真の権利を有する者は，対象となる特許権が

行使される可能性がある UPCA締約国が限定されて

いるか否かを検討すべきであると考えられる。なぜな

らば，UPCが設立されることとなった目的として，重

複する訴訟コストの削減や，各国における訴訟結果が

異なるという事態を避けることがあるため(20)，仮に，

権利行使される可能性がある締約国が限定されている

場合には，UPC を利用する利点は多くないものと考

えられるためである。権利行使する可能性がある

UPCA締約国を検討する際，イギリスが含まれている

か否かも，重要な論点となるであろう。それは，上述

のとおり，Brexit後に，イギリスにおいては，（現状）

UPCの利用にあたり不確実性があるためである。

次に，対象となる特許の有効性を適切に評価するこ

とが重要である。UPC を利用することによるリスク

として，セントラルアタックがあるが，有効性の評価

に基づいて，対象となる特許が有効である蓋然性が高
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い場合には，そのリスクも低いものと考えられる。

また，既に被疑侵害がある場合には，被疑侵害の評

価もする必要がある。仮に，UPCA締約国によって判

断が異なる可能性がある場合には，有利となる締約国

の裁判所を選択することが重要となるため，適用除外

の申請が望ましいと考えられる。

そして，以上のものに加えて，対象となる特許が，

特許権者のビジネスに，どれだけ関わっているかも適

切に評価すべきである。なぜならば，例えば，仮に，

対象となる特許が有効である蓋然性が高かったとして

も，無効となるリスクをゼロとすることはできないこ

とから，対象となる特許の，事業に占める割合が高け

れば高いほど，セントラルアタックが成立した際に被

る損害も大きくなるためである。UPCA が発効して

からしばらくは，判例が蓄積されていない状況のた

め，この点は，より重要となってくるものと考えられる。

真の権利を有する者は，これらの点を適切に評価

し，UPCを利用するか，もしくは，適用除外の申請を

するかを判断すべきである。以下のフローチャート

は，これらの点を整理したものである。

なお，ここで整理された留意事項（フローを含む）

は，一例に過ぎないということを，予めご承知おき頂

きたい。それは，個別の事案をどのような順序で検討

していくかは，各々の事実等に基づいて決められるも

のであるためである。例えば，その順序は，真の権利

者の事業規模，知財ポートフォリオや，対象となる特

許権の属する技術分野，市場の大きさ等によっても変

化する可能性がある。

【図 4】 適用除外/UPCを選択する際の留意点

５．５．その他の留意点（ライセンス契約につい

て）

ライセンシーは，権利の所有者ではないため，真の

権利者による委任がない限り，適用除外の申請ができ

る者ではないことに加え，真の権利者が適用除外を申

請するか否かで，不利益を被る可能性がある。つまり

は，上述のように，UPC の利用も，適用除外の利用

も，それぞれ一長一短があり，例えば，UPCの利用に

基づくセントラルアタックのリスクは，そのまま，ラ

イセンシーのリスクとなる。したがって，ライセン

シーは，ライセンサーとの契約関係を見直すことも検

討すべきである。例えば，契約によって，適用除外の

申請をするか否かに，一定の裁量を加えられるように

することも考えられる。

また，ライセンサーも，UPC を利用する場合には，

セントラルアタックのリスクを減らすため，ライセン

シーとの不争義務の確認は必要となるところである。

６．Brexit 後のイギリスとUPCの関係

第 5章においても言及したが，イギリスの EU離脱

後に，イギリスにおける UPC の扱いがどのようにな

るのかは，現時点では不明確である。しかしながら，

どのような状況となる可能性があるのか把握すること

は，適用除外を利用するか否かの判断をする上でも有

益であるものと考えられる。したがって，この章で

は，その可能性について整理する。

６．１．イギリスがUPCAの枠組みに残る可能性

2016 年 12 月 2 日に，IP Federation(21)は，11 月に公

表された，イギリスが UPCA の批准手続を進める旨

のプレスリリースを受けて，以下のコメントを公表し

た(22)。

IP Federation は，単一効が付与された欧州特

許と UPC により，産業界が享受する利益を理

解している。そして，IP Federation は，イギリ

スと他の加盟国に対し，Brexit後にイギリスが

これらのシステムに残ることを可能にするこ

と，そして，それが不可能であるのであれば，

移行措置の準備をすることを求める。

このコメントは，IP Federation が委託して作成さ

れた，英国の法廷弁護士の意見(23)に基づくものであ
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り，その意見の内容は，所定の条件を満たせば，イギ

リスは Brexit後でもUPCに残ることができるという

ものであった。以下，その条件について，簡単に整理

し，その上で，現状における実現性についての評価を

行う。

６．２．Opinion1/09 への対処について

この法廷弁護士の意見では，主に，2011 年における

欧州司法裁判所（以下，「CJEU」という）の判断

（Opinion1/09）(24)をどのように克服するかが，主に議

論されている。

ここで，簡単に，Opinion1/09 の概要と，UPCAと

の関係を整理する。まず，概要であるが，Opinion1/09

は，EU加盟国以外の国を含んだ形であったUPCAの

前身である協定が，EU加盟国内の裁判所の重要な機

能（CJEUへの質問の付託等）を奪うものとして，EU

法に違反すると判断したものである。その判断を受け

て，UPCA の前身である協定は，改正を余儀なくさ

れ，その結果，EU加盟国のみが参加するという現在

のUPCAの枠組みとなった。

法廷弁護士の意見においては，このOpinion1/09 に

おける CJEU の判断は，2通りの解釈ができ，そのう

ちの 1つの解釈を選択すれば，Brexit後でも，イギリ

スは UPCA の枠組みに残ることができるというもの

である（法廷弁護士の意見におけるパラグラフ（以下，

「パラグラフ」という）50〜71参照）。

その 2通りの解釈というのは，一つは「EU非加盟

国のUPCAの参加を認めないという解釈」であり，も

う一つは，「EU非加盟国がEU法の優越と統一性を保

証する，十分な手段を講じる場合，EU非加盟国の参

加が許容されるという解釈」である（パラグラフ 51）。

そして，後者における「EU非加盟国が EU法の優越

と統一性を保証する十分な手段」としては，①イギリ

スとEU間において，「(i)UPC のイギリスにある部門

からの先行判決手続を受けることを保証し，(ii)イギ

リスに対して，UPC の機能に関する侵害行為を審問

（hear）する，という司法権を付与する」という，国際

的な協定を締結すること（パラグラフ 107），そして，

②裁判管轄と権利行使に関して，ブリュッセル I 規則

に代わる選択肢として，イギリスがルガノ条約に加盟

することを挙げている（パラグラフ 108，パラグラフ

109）。

６．３．イギリスが UPCA の枠組みに残ることの

実現性

この法廷弁護士の意見を踏まえると，Brexit後にイ

ギリスが UPCA の枠組みに残ることは，法的には不

可能でないと考えられる。しかしながら，提示された

枠組みに残るための手段を，イギリスが選好するかは

懐疑的である。それは，2017 年 1 月 17 日に行われた

演説(25)において，イギリスのメイ首相は，EUの単一

市場からの離脱（所謂，強行離脱）を明言しており，

そして，より強いイギリスを目指すために，「自国の法

をコントロールする（それは，イギリスにおけるECJ

の司法権の終わりをもたらす）」旨も言及しているた

めである。つまりは，UPCAの枠組みに残るために講

じられる手段は，現状，イギリス政府の意向に反する

ものであると考えられる。もちろん，今後の，EUと

の交渉等において，その状況が変化する可能性がある

ため，引き続き，イギリス，EUの動きは注視しなけれ

ばならない。

なお，この法廷弁護士の意見によると，仮に，現状

のまま（何も策が講じらないまま）Brexit の効力が生

じた場合には，イギリスにある，いかなる UPC の部

門も，その営業を中止することとなるとされている

（パラグラフ 4）。

７．最後に

現時点では，UPCA，PPAは発効しておらず，そし

て，それらの発効は EU加盟国の批准，同意状況に依

存するため，具体的に，いつからサンライズ期間（適

用除外の申請）が開始されるのかは明確でないところ

である。

しかしながら，このような状況を楽観視したこと

で，UPCAが発効するタイミングまでに，適用除外の

申請をするか否かの判断ができていない状態となって

しまうという状況は，避けなければならない。そし

て，上述の通り，適用除外の申請の対象となる案件は

相当数に及ぶため，適用除外の申請，UPCの利用につ

いての検討は，可及的速やかに行うことが重要であ

る。本稿においては，主に，適用除外の申請手続や，

適用除外の申請を検討する上での留意点を整理した

が，これらが，サンライズ期間における適用除外の申

請，UPCの利用についての適切な検討・判断の一助と

なれば幸いである。
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